


10 0年後も地球と生きる



Sustainable Innovation Labとは

個　人
知見の共有と社会参画
企業リソースの活用
新しい生き方

TEAM EXPO 2025
SDGsの達成

共創チャレンジの促進

発信・発表

企　業
イノヴェイションへの主体的関与

新規事業開発・展開
人材育成

自 治 体
SDGsの達成

自治のアップデート
自治のアウトソース

地域活性



参画企業・団体・自治体一覧（2022年3月現在）



Sustainable Innovation Labは、

“22世紀に向けたサステナブルシティ”を

実現するための推進力となり、

第二の自治システムの構築を目指します。



Local Coop
第二の自治システム
“ローカルコープ”



『Local Coop』
共助のエコシステムの構築
地域の未来に必要なコモンズの形成

・少子高齢化による社会保障費増大、および、税収減による公共サービスの限界

・2040年までに半数の自治体が消滅

・住民による、住民のための自治サービスの実現

・地域を市場として、新規事業開発をしたい地域外企業の巻き込み

・カーボンニュートラル、インクルーシブな地域社会の実現

課題意識と『Local Coop』の役割



共助のビジネスモデルの必要性

人口増加期

自 助

公 助

自 助

共 助

公 助

人口減少期



『Local Coop』の仕組み

Local Coop
（新法人設立予定）

自治体の補完システムとして、

地域の公共サービスおよび、

社会基盤整備のための事業体として、

自治サービスの運営を行う

連 携

自治体
・PFS（成果連動型委託） 
・ソーシャル・インパクト・ボンドなど

・ソリューション実装に向けたローカライズ・カスタマイズ
・リソースの提供・投資

再生可能エネルギー
(PPA / 小売）

ゴミ資源化

教　　育

環境マネジメント

インフラ

その他

出資参画

地域企業

地域外企業

地域住民

出資参画・雇用

設立・運営サポート
リソースマッチング

共助に必要な
公共サービス（コモンズ）

メインシステム

サブシステム



脱炭素の取組への寄付
（企業版ふるさと納税）

おわせSEAモデル協議会

中電跡地

尾鷲市の
新しい教育に
関する提携

持続的な教育モデル、
これからの時代に即した
教育モデルの開発と、

実運用を目的とした実証実験。

脱炭素分野における
リソースの提供や、
実験的な取り組み、
人材の提供など

子ども子ども

放課後の
子どもの
居場所

子供
（海育、山育、川育、里育）

地域の脱炭素化、
環境価値創出、
販売に関する
各種情報提供・協力

ブルーカーボン創出検討
市内事業所での
脱炭素活動の
啓発・推進

クレジット販売協力
（エネルギー事業の顧客等）

クレジット創出に
関わる確認

郵便局の
リソース
を活用

脱炭素×教育の
実現に向けた
協定（業務委託先）

〈脱炭素〉 〈教 育〉

森

里

海

『ローカル共創
イニシアチブ』を
通じた地域脱炭素化
に関する協力

ブルーカーボン
創出に関する協力

Jクレジット委員会

郵 便 局

高 齢 者

環境価値購入企業
（RE100企業等）

地元 事業者

子育て世帯

環境価値をデータとして

抽出する仕組みの検討

持続可能な地域社会を目指した
企業・自治体との連携プラットフォーム

脱炭素+教育の実施
第1フェーズ：連携協定締結時

保全・
森林サービス
産業創出



脱炭素の取組への寄付
（企業版ふるさと納税）

おわせSEAモデル協議会

中電跡地

持続的な教育モデル、
これからの時代に即した
教育モデルの開発と、

実運用を目的とした実証実験。

脱炭素分野における
リソースの提供や、
実験的な取り組み、
人材の提供など

子ども子ども

放課後の
子どもの
居場所

子供
（海育、山育、川育、里育）

ブルーカーボン創出検討

クレジット販売協力
（エネルギー事業の顧客等）

クレジット創出に
関わる確認

郵便局の
リソース
を活用

〈脱炭素〉 〈教 育〉

森

里

海

Jクレジット委員会

郵 便 局

高 齢 者

環境価値購入企業
（RE100企業等）

地元 事業者

子育て世帯

環境価値をデータとして

抽出する仕組みの検討

持続可能な地域社会を目指した
企業・自治体との連携プラットフォーム

Local
Coop

（今後検討）

脱炭素+教育の実施
第二フェーズ：『Local Coop』の設立


